
議　　案　　名
担当課等及び係名

電話番号(直通)
概要

税務課

市民税係

0964-26-5519

税務課

市民税係

0964-26-5519

学務課

施設係

0969-28-3379

財政課

財政係

0964-26-5528

健康づくり推進課

国保事業係

0969-28-3354

高齢者ふれあい課

保険給付管理係

0969-28-3360

観光おもてなし課

観光総務係

0964-26-5512

水道局

庶務係

0969-28-3369

7
平成２９年度上天草市天草四郎メモリアルホール特別
会計補正予算（第１号）

　歳出歳入の予算からそれぞれ80万4千円を増額し、予算総額を2,366万6千円と
するものです。歳入は、一般会計繰入金80万4千円の増額です。歳出は、メモリア
ルホール展示物購入を検討するための委員への謝礼19万8千円の増額及び費用
弁償60万6千円の増額です。

8
平成２９年度上天草市水道事業会計補正予算（第１
号）

　資本的収支において、支出では建設改良費のうち工事請負費の増により2,100
万円を増額し、収入では国庫補助金の増により、1,750万円を増額するものです。

5
平成２９年度上天草市国民健康保険特別会計（事業
勘定）補正予算（第１号）

　歳入歳出の予算からそれぞれ2,894万8千円を増額し、予算総額を51億5,150万6
千円とするものです。歳入の主なものは、社会保険診療報酬支払基金により平成
29年度の額が決定されたことにより医療給付費等負担金1,555万3千円の減額、
前期高齢者交付金5,004万4千円の増額などです。歳出の主なものは、社会保険
診療報酬支払基金により平成29年度の額が決定されたことにより後期高齢者支
援金257万1千円の増額、予備費3,307万円の増額などです。

6
平成２９年度上天草市介護保険特別会計補正予算
（第１号）

　予算総額の34億8,347万４千円に増減はありませんが、歳出予算の一部を組み
替えるものです。主なものは、嘱託職員（介護認定調査員）報酬158万４円の増額
と嘱託職員（介護支援専門員）報酬158万４千円の減額などです。

3
上天草市立学校設置条例の一部を改正する条例の
制定について

 上天草市立阿村中学校と上天草市立松島中学校との学校統合の協議が整った
ことにより、阿村中学校を廃止し、同校と松島中学校を統合するため、条例の一部
を改正するものです。

4 平成２９年度上天草市一般会計補正予算（第３号）

　歳入歳出の予算にそれぞれ1億2,821万6千円を追加し、予算総額を170億2,239
万4千円とするものです。歳入の主なものは、地方創生拠点整備交付金3,840万円
の増額、地方創生推進交付金3,523万6千円の増額などです。歳出の主なものは、
地方創生拠点整備交付金の採択により実施する松島総合運動公園テニスコート
観客席設置事業4,600万円の増額、地方創生推進交付金の採択により実施する
シーリゾートトライアングル構想策定業務委託料800万円の増額などです。

平成２９年第３回上天草市議会定例会　議案概要

1
上天草市税条例の一部を改正する条例の制定につい
て

　地方税法等の一部改正に伴い、個人市民税における特定配当等に係る所得へ
の課税方式の改正及び軽自動車税におけるグリーン化特例の適用期限の延長
が行われることなどから、条例の一部を改正するものです。

2
上天草市国民健康保険税条例の一部を改正する条
例の制定について

　地方税法施行令の一部改正に伴い、国民健康保険税の減額措置に係る軽減判
定所得の基準額が引き上げられることから、条例の一部を改正するものです。



財政課

財政係

0964-26-5528

水道局

庶務係

0969-28-3369

市民課

市民係

0969-28-3367

11

13

人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めるこ
とについて

　人権擁護委員の候補者を推薦する場合は、人権擁護委員法の規定により、議
会の意見を聞く必要があるため、諮問するものです。

9
平成２８年度上天草市一般会計予算繰越明許費繰越
計算書の報告について

　平成28年度事業のうち、前島地区総合開発事業2億2,076万9千円、橋梁維持工
事事業1億149万7千円など、平成29年度に繰り越す総額6億7,966万3,171円の事
業に係る繰越明許費繰越計算書を地方自治法施行令の規定により報告するもの
です。

10
平成２８年度上天草市水道事業会計予算繰越計算書
の報告について

　登立地区送水管・配水管布設替工事、野々川地区増圧ポンプ設備工事、野々
川地区配水管布設工事、倉江浄水場施設漏水補修工事の建設改良費、合計
3,336万9千円を平成29年度に繰り越したため、その繰り越しに係る繰越計算書を
地方公営企業法の規定により報告するものです。

～


